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弁護士活動を通して見た暴追活動のあり方、考え方について 

東京弁護士会民事介入暴力対策特別委員会 

委員長 弁護士 園部 洋士 氏 

１ はじめに  

 ただいまご紹介にあずかりました東京弁

護士会民暴委員会委員長の園部でございま

す。当研修会は全国の都道府県警察、都道

府県の暴追センター担当の皆様においでい

ただいていると伺っています。 

本日は、私共民暴弁護士が、日頃、どの

ような考え方に基づいて被害者救済活動に

あたっているかを知って頂こうという観点

からお話をさせて頂きます。なお、私がこ

れからお話しする経験などについては、主

として東京における経験で、地方によって

弁護士会の体制や暴追センターの体制等で、

若干異なる点はあろうかと思いますが、そ

の点はご承知おき頂ければと思います。ま

た、本日の講話の中でご紹介させて頂きま

す事例につきましては、依頼者との守秘義

務との関係で、多少脚色を加えるなどして、

事件が特定されないようにしております。

その点もご了解いただければと思います。 

 私は、平成７年より東京弁護士会の民暴

委員会に所属しており、この間、東京都の

暴追センター相談担当を仰せ付かり、３年

間務めさせていただきました。また、暴追

センターの相談員としてだけではなく、弁

護士会の民暴被害者救済センターの事件等

を通じて、さまざまな民暴案件に取り組ん

で参りました。 

 そこで、まず始めに、我々民暴委員会所

属の弁護士がどのような心構えで、暴追活

動に取り組んでいるかを知って頂くために、

今年度の当委員会の活動の基本方針につい

て、お話させて頂きます。 

 当委員会は、正委員８０名、弁護士登録

１年未満の研修委員２５名の合計１０５名

の要員を要していることもあり、活動の基

本方針として、レジュメに記載して頂きま

した３つの柱を立てております。 

１つ目が、委員一丸となって暴力団被害者

救済と被害防止にむけての活動に全身全霊

をかけて取り組む、ということであります。   

一言で言えば、「全員参加」の委員会運営

ということでして、特に、今年度は、「社

会対暴力団」という暴力団対策の新たな構

図の下，社会生活・経済活動のあらゆる場

面からの暴力団・反社会的勢力排除のため

の活動の渦の中心となって，迅速かつ効果

的に社会の要請に応えていくこと、暴排活

動の推進のために，如何にして，社会の暴

排推進運動を盛り上げてゆくのか，という

テーマにも取り組んで行くことを、具体的

テーマとして掲げました。 

 ２つ目は、日弁連・関弁連・東京三会民

暴連絡協議会を通じて他会・関係機関との

連携・協力の強化を図るということであり

ます。当委員会から、日弁連、関弁連等の

民暴委員会に委員を派遣している訳ですが、

そこでの議論・成果を会内に持ち帰り、情

報の共有化を図り、より実効的な活動をし

て行こうとしております。 

 ３つ目は、若手の育成であります。具体

的には、事件研修部会という若手育成のた

めの研修会を月に１回実施し、先輩委員が

経験した事例に基づき、事件処理の心構え、
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ノウハウ等を伝承して行こうとしておりま

す。「先達の心と技の伝承」とレジュメの

方に記載しておりますが、民暴弁護士とし

ての哲学、理念、考え方の部分に重きを置

いて、若手の育成に当たっております。私

が委員になった当時と比べて、現在、民暴

委員会は、弁護士会活動の中でも大変に人

気のある委員会になっております。若手の

中には、その点を勘違いして、企業の反社

会的勢力対策等の派手で格好のいいことを

している委員会だと思って、入会してくる

者もおります。これに対して、先輩委員が

取り組んできた被害者救済のための地道な

活動について、訥々と若手に語りかけてい

くことで、我々の存在意義、活動の原点は、

被害者救済のために尽くすことだという

「民暴魂」とでもいうような哲学を植え付

けて行こうと考えております。特に今年度

は、東日本大震災の発生もありましたので、

「全身全霊」をかけた事件への取り組みに

ついて、原点回帰を意識してもらうために、

レジュメに書かせた頂いたメッセージを４

月に開催された第１回目の委員会で、発す

ることにしました。以下、読み上げさせて

頂きます。 

未曾有の大災害をもたらした東日本大震

災にあって，自らを励ましつつ懸命に復興

に向かって立ち上がろうとしている被災者

の方々のために，雪降るガレキの山のなか

で頼もしく作業する自衛隊，警察，消防等

の自治体の尊厳ある方々，さらに，原発の

大惨事を回避するために被爆覚悟で命がけ

の放水や復旧にあたっている勇気ある方々

がいることは皆様の記憶にも新しいところ

かと存じます。我々は，このような国運を

左右する命がけの行動に，「日本を救い，

再び立ち上がる力をもたらすものは人間の

心である」ことを再認識しました。 

当委員会は 80 名の正委員に研修委員を加

えると 100 名を超える大所帯でありますが，

心をひとつにして，反社会的勢力による被

害を予防・救済し，反社会的勢力排除の徹

底が社会の隅々にまで行き渡るよう，全力

で取り組んで行こうではありませんか。  

 さて、前置きが長くなりましたが、次に、

私にとって、民暴事件における被害者救済

の原点ともいえるような事例について、ご

紹介させて頂きます。 

２ 民暴事件における被害者救済の原点 

(1)最初にご紹介させて頂きますのは、皆

様の中にもご記憶のある方がおられると思

いますが、東山商事と名乗る占有屋による

不法占拠の事案です。 

 バブルが崩壊してしばらく立ったころの

ことですが、東山商事による不法占拠事案

が数多く見られ、私も暴追センターからの

案件として、その中の１件を担当すること

になりました。典型的事案で、事業をして

いたご主人が高利で金を借り、その際に、

「３点セット」といわれる書類を徴求され、

その書類に基づき、自宅の土地・建物を不

法占拠されてしまうという事案です。 

 ３点セットとは、土地・建物の賃貸借契

約書、その明け渡し承諾書、建物内の動産

類一切の売買についての承諾書です。 

 賃貸借契約書は、被害者である債務者を

貸し主、高利貸しである占有屋を借り主と

するもので、占有屋の占有について被害者

の同意を得ていることを装うための書類で、

ほとんどの場合、賃料の数年分を前払いし

た形式になっております。 

明け渡し承諾書は、債務者である被害者

が、約定の返済を遅滞したときに、物件を

占有屋に明け渡すことを内容とするもので、

被害者が後日物件の返還を求めたときに、
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その要求を拒むために用いる書面です。 

動産売買承諾書は、債務者が、約定の返

済を遅滞したときには、家屋の中にある債

務者及びその家族の所有する動産類は全て

債権者によって売却処分されても異議を述

べないという内容になっており、占有屋が

物件の占有を開始した後に、動産を処分す

ることを正当化するための書類です。動産

類の中には、位牌等も含まれると明記され

ており、一般の方が見ても、非常識な内容

になっています。 

占有屋は、これらの書類を債務者から徴

求しておくことで、債務者の返済が滞った

段階で、即座に、鍵を交換するなどの実力

行使に及ぶことで債務者を排除して占有を

開始し、物件内の家財を勝手に処分してし

まうのです。 

私が、担当した案件でも、事業に失敗し

たご主人の行方が一時知れなくなってしま

い、奥さんと子供が自宅に帰ってみると、

東山商事に土地・建物を不法占拠され、建

物には、東山商事が占有管理する物件であ

る旨表示した貼り紙が貼られていたという

事案です。 

ここで、東山商事が巧妙なのは、東山商

事の拠点は東京の赤坂にあるのですが、主

に、国道１６号線沿いのエリアを中心に活

動していたという点です。私が担当した案

件も、被害者の住所は、埼玉県にありまし

た。東京都とその隣県をまたぐような形で

活動をしていたのです。 

奥様から事情を聞いてみると、突然のこ

とで、子供の教科書も取りに戻れないによ

うになってしまったことで、憔悴しきって

おられました。 

私共弁護団が、現場に赴いてみると、東

山商事の占有札が貼られ、建物内には、初

老の男がおりました。その後、赤坂警察署

へ相談に行き、東山商事の代表者等の特定

ができたために、すぐに、東京地裁に、占

有移転禁止の仮処分の申請をしました。こ

のとき担当した裁判官が、被害者の状況に

理解を示して下さり、許し難い行為である

として、占有移転禁止の仮処分でなく、明

け渡し断行の仮処分を出することも可能で

すよ、とアドバイスしてくれたのです。明

け渡し断行の仮処分は、本裁判を経ること

なく、即座に、建物の明け渡しを認めてく

れるもので、これが認められる事案は限定

的です。弁護団としても、この侠気（おと

こぎ）に溢れる裁判官のアドバイスは大変

嬉しかったのですが、明け渡し断行のため

には、相手方の審尋と言って、言い分を聞

く手続が必要なため、呼び出し状と申立書

類一式を相手方に送らなければなりません。

しかしながら、相手方は狡猾な連中ですか

ら、呼び出し状が届けば、３点セットを利

用して、別の第三者に占有を移されてしま

う可能性もあります。そこで、そのリスク

を裁判官に説明し、占有移転禁止の仮処分

の発令を得て、土地・建物の占有を固定す

ることができました。 

東山商事に雇われて建物内に居た男は、

無為徒食の初老の男で、建物内を散らかし

放題で使っていました。子供の学用品はど

こかに処分されてしまっていました。変わ

りはてた建物内の様子を見て、呆然と立ち

尽くす母親の姿を見て、我々弁護団もやり

きれない気持ちになりました。 

この事案を通じて、被害者の心の痛み、

恐怖、困惑がどういうものかを知ることが

できました。人の苦しみを我が苦しみとし、

人の悲しみを共に悲しむ、という言葉があ

りますが、民暴被害撲滅の鍵が、そこにあ

るのだということを思い知られた事案です。 

現場主義の意義は、現場に出向くことで、
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被害者の心の声を知り、被害者の「助け

て」という声に即応することだということ

を体感した事件でした。 

ところで、東山商事の事件は、民事不介

入の原則を逆手にとった事案でした。三点

セットがなければ、簡単に、住居侵入罪等

で刑事事件化できる事案です。ところが三

点セットがあるために、刑事事件化出来ず、

民事的救済を図るしかないのです。 

その後、東山商事が活用した３点セット

は、民事的にも無効であることが共通認識

となり、その数年後には、三点セットが使

われる手口もなくなりました。 

また、民事不介入の原則については、昨

年１１月に開催された日弁連の民暴対策協

議会の広島大会で、以下のように整理され

ておりますので、ご参考にして頂ければと

思います。 

まず、民事不介入の原則は、現在におい

ても、原則として、妥当するということで

す。これは、個人の私権の実現に警察が助

力する場面であり、あくまで、例外的な場

面だからです。 

では、民事不介入の原則が妥当しない場

合は、どういう場合かということですが、

個人の財産権が侵害されようとしている場

面（不当要求や違法な自力救済が行われよ

うとしているのを警察が止めようとする場

面）では、民事不介入の原則は存在しない

ということであります。その要件として、 

①目的の正当性、②必要性、手段の相当性

等が挙げられています。 

しかしながら、民事不介入の原則の限界

の現場で見極めは、非常に困難です。そこ

で、警察、暴追センター、弁護士会の連携

が大きな意味を持ってくるのだと思います。 

(2)さて、レジュメ(2)の一家救出事件につ

いて、お話させて頂きます。これは、食料

品店を営んでいたご夫婦の旦那さんが病気

で倒れ、奥様が、紹介されたコンサルタン

トに相談していたところ、その男が暴力団

との関係を示すようになり、その恐怖心か

らマインドコントロールされてしまい、そ

の男に、母子で囲われてしまったという事

案です。その男には、用心棒の大柄の男が

居て、子供達がずっと看視されている状態

で、その男の配下から抜け出すことができ

ない状態にされていました。子供達といっ

ても、２０歳は過ぎているのですが、若干

知的障害があるようで、男の指示で、工場

の工員として働かされ、給料も取り上げら

れてしまっているということでした。 

 そのような状況から、母親は隙を見て脱

出し、母親の実母に伴われ、暴追センター

に相談にきたのです。 

 相談の内容は、恐怖心からマインドコン

トロールされてしまっている子供達を救出

することにありました。子供達が囲われて

いる家は、川崎市内にあり、他方で、母親

が逃げ帰った実母の家は、立川にありまし

た。 

 そこで、川崎市内の相手方住所を管轄す

る警察署と立川警察署の双方に相談し、危

害リスクへの備えをしました。 

 子供達は、勤務先から帰宅する際には、

用心棒役の男に看視されている状態である

ため、用心棒役の男が会社の迎えにこられ

ない状態を作る必要がありました。母親か

ら事情を伺っているうちに、相手方の男が、

母親に執着していることが分かりましたの

で、母親を申立人として、面談強要禁止の

仮処分を申請することで、相手方を裁判所

に呼び出せば、用心棒役の男も裁判所につ

いてくるはずだと思い、その隙に、子供達

を会社から早退させ、立川の祖母の家に向

かわせることにしました。 
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 そして、この作戦が功を奏し、裁判所で

の仮処分の審尋中に、会社に連絡をし、子

供達を早退させ、無事に、立川の祖母の自

宅に連れ帰ることができました。 

 用心棒役の男は、本当に大柄な男でした

が、この男が裁判所に同行してきたことで、

裁判官もこちらの主張をすぐに理解してく

れ、相手方も、母親及び子供達と接触しな

いことを約束したため、その内容で和解が

成立し、一件落着となりました。 

 この事件では、当初、母親は、相手の男

に対する恐怖心から、子供達まで逃げたら、

何をされるか分からないと不安になり、子

供達を脱出させることを躊躇っていたので

すが、立川警察署の警察官の方が、母親や

祖母に、相手方が追いかけてきても警察が

ちゃんと保護するから心配ないと力強く励

ましてくれたため、意を決して、脱出作戦

に打って出ることができました。警察・暴

追センターの支援がなければ、こんなに上

手い解決はできなかったでしょうし、子供

達を人質にとられたままでは、仮処分事件

の中でも、母親が嘘を言っているだけで、

子供達は怖がっていない等と、嘘の陳述書

を出されるなどして、事件処理事態が困難

なものになっていたと思われます。 

 このように、依頼者の方が暴力団に対し

て持つ恐怖心は、当然のことながらさまざ

まなものがあり、中には過剰な恐怖心を持

っている方がいます。そういう方に対して

は、相談の中でまずその過剰な恐怖心を取

り除いてやるところから始めなければいけ

ないのですが、これが実は簡単なことでは

ないのです。 

相談者の恐怖心を取り除くには、暴追セ

ンターや所轄の警察署と連携しながら、

我々弁護士による法的救済手段とともに、

警察による保護対策や事案によっては中止

命令の発動があるなど、具体的な事件処理

の方針や流れ相談者に示し、理解をさせる

ことが肝要です。 

 それでも、この母親もそうだったのです

が、仮処分などかけたら何をされるか分か

らない、穏便に話し合いができないか、等

というようなことをいうのです。 

しかし、我々の経験上、暴力団や暴力団

関係者は、相手が下手に出てくると思った

ら、逆に増長してくる輩ですし、自らの主

張を通すためには、嘘も平気でつくような

人間です。もとより、話せば分かるような

相手ではないのです。 

そのような彼らの習性を相談者によく理

解させ、彼らが一番怖いのは、警察に捕ま

ることだということを理解させ、その危険

がある位のことを彼らに認識させなければ

ならないのだということをよく理解しても

らうようにします。そして、事案によって

は、速やかに、裁判手続という土俵の上に

載せて、そのルールの中で、彼らを縛りつ

けて、戦うのが一番効果的なのだ、仮処分

命令に違反すれば、そのことで、逆に、報

復に出るようなことがあれば、それ自体が

事件になり、彼らは捕まってしまいますか

ら、かえって、身動きがとれなくなるので

す。というような話を諄々として、納得し

てもらうようにしています。 

 よく、「毅然とした態度を示す」ことが

重要だといいますが、これだけでは相談者

の方の恐怖心を取り除くことをできません。

基本方針を示し、その基本方針を愚直に貫

いてもらう、というぶれることのない判断

基準を示してあげることが大事だと思いま

す。そういう意味でも、暴力団を「恐れな

い」、「金を出さない」、「利用しない」、

そして「交際しない」という、四ない運動

を推進することは、被害者救済という意味
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でも、重要な意味を有するものと思ってお

ります。 

(3) 次にご紹介させて頂くのは、前橋事

件です。 

 四つ木斎場で行われた住吉会の会葬に参

列していた住吉会幹部が、稲川会大前田一

家所属の幹部に射殺された事件に端を発し、

報復として、住吉会の組員が、前橋市内の

スナックに居た大前田一家総本部長を狙っ

て拳銃を乱射し、この事件の原告の父親を

含む３人を死亡させ、総本部長や店内の客

に重傷を負わせた事件です。 

 私は、当時、関弁連民暴委員をしていた

関係で、住吉会総裁である西口と会長であ

る福田を被告とする組長訴訟の弁護団に参

加させて頂きました。 

 この事件では、暴力団とは何の関係もな

い父親が、たまたま居合わせたスナックで、

暴力団による凶弾に倒れ、尊い命を奪われ

るという悲惨な事件でした。突然父親を奪

われた遺族の悲しみとともに、住吉会から

大前田一家に対し、拳銃、火炎瓶、手榴弾

等を使った報復が繰り返されていましたの

で、組長訴訟を起こすこと自体への遺族の

恐怖心は小さいものではありませんでした。 

 それでも、この事件では、長女の方が、

勇気を振り絞って、東京高裁で開催された

口頭弁論期日で意見陳述を行い、父親を奪

われた悲しみや市民を巻き添えにする事件

を発生させた暴力団は社会の敵であること

を訥々と語ってくれたのです。もちろん、

傍聴席には、我々弁護団だけではなく、暴

力団関係者と思われる傍聴人もおりました。

このような勇気ある意見陳述を目の当たり

に出来たことは、民暴事件に携わる者とし

て、感動的な出来事であるとともに、その

責任の重さをひしひしと感じさせられる出

来事でした。この意見陳述の甲斐もあって、

東京高裁では、遺族固有の慰謝料が１人当

たり、１００万円から２００万円に増額さ

れ、合計約８８２０万円の損害賠償請求が

認められました。また、最終的に、西口、

福田に対する組長訴訟は和解で解決し、合

計金９７５０万円の賠償金を支払わせるこ

とができました。 

 この事件は、暴力団を恐れず、勇気をも

って敢然と立ち上がった遺族の行動が、裁

判官の心を動かしたのだと思います。 

 また、この事件でも、群馬県警、群馬県

暴追センターの絶大な支援を頂きました。

強力な支援があってこその成果だと思いま

す。この場を借りて御礼申し上げます。 

３ 暴追運動の重要性 

 次のテーマは、暴追運動の重要性につい

てです。 

(1) 最初にご紹介させて頂くのは、指定

暴力団組長の別宅明け渡し事件についてで

す。この事件に先立ちまして、警視庁、暴

追センターが中心となって、住民による稲

川会組事務所の移転阻止運動が組織され、

組事務所としての使用差し止めの仮処分申

立事件の中で和解が成立し、移転の阻止に

成功しました。 

 この暴排住民運動の盛り上がりを受けて、

暴力団排除協議会に参加した住民の 1 人が

自身が経営する賃貸マンションが指定暴力

団組長の別宅として使用されていることに

気づき、警視庁に相談し、その排除に立ち

上がったのです。 

 事件の依頼を受けた我々が最初に悩んだ

のは、賃貸借契約の解除事由が立つかでし

た。古い賃貸借契約で、契約書には、暴力

団排除条項はなく、近隣妨害などの目立っ

た迷惑行為もなく、信頼関係の破壊を理由

とする包括的な解除事由が認められるかが
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鍵でした。 

 この賃貸マンションは、組長の別宅とし

て使用され、また、賃料も滞りなく支払わ

れていました。そのため、暴力団事務所と

して使用されていることを契約の解除事由

の前面に押し出すことができませんでした。 

 しかしながら、暴力団排除は既に社会的

要請として大きく広まっていました。平成

１９年の企業暴排指針の発出や住民による

暴排運動の進展は、信頼関係破壊の認定に

向けた裁判官の心証形成を大きく、後押し

するだろうという確信があったのです。 

 そして、信頼関係破壊を理由とする賃貸

借契約の解除通知とそれを受けて、仮処分

申請を行いました。裁判所での審尋の結果

は、我々の予想を大きく上回るもので、裁

判官も躊躇なく、仮処分決定を認めて下さ

りました。 

 仮処分決定を受けて、その執行のために、

執行官と打ち合わせを行いました。執行の

際には、警察による警備が必要と判断し、

執行官との打ち合わせを行いましたが、執

行官には執行官としての面子があるようで、

警備は必要ないという意見でした。ときに、

このような勇猛な執行官がおられるのです

が、組長の配下の組員も面子をつぶされた

として、現場で虚勢を張って、執行を妨害

してくる可能性もあります。 

 そこで、そのような危険性を書面に記し

て、執行官に提出し、警備の必要性につい

て理解を得るように努めました。 

 やはり執行の現場に警察官の方が臨場し

て下さることは、依頼者にも大きな安心感

を与えますし、暴力団側の反応も抑制され

ますので、非常に有り難いことです。 

 仮処分を執行されたということをマスコ

ミにでも報道されては暴力団としても面子

が丸つぶれだという思いもあったようで、

この事件も、仮処分の執行段階で、暴力団

側の弁護士から和解の申し出があり、本裁

判を経ることなく、退去させることに成功

しました。 

 この事件でも、 警察、暴追センターと

の連携、特に、保護対策をとって頂いたこ

とで、依頼者も安心して暴力団排除に取り

組むことができました。 

 なお、本件では、賃貸借契約の解除を前

提として、仮処分決定が出ましたが、解除

が認められない場合でも、中途解約の申し

入れはできるだろうと考えておりました。

建物の賃貸借契約については、借地借家法

で正当な事由がある場合には、中途解約の

申し入れをすれば、そこから、６カ月たて

ば契約は終了することになります。賃貸マ

ンションのオーナーが、指定暴力団の組長

の別宅が建物内に存在することを余儀なく

される理由はない訳ですから、少なくとも

この正当事由は認められるので、本裁判に

なっても負けることはないだろうと踏んで

いたのです。やはり、暴排の事件は、勝ち

続けて行かなければならないものだと思い

ます。勝ち続けて行くことが、暴力団排除

の社会の流れを加速させて行くからなので

す。その点で、単なるイケイケドンドンで

事件処理をするのでなく、二の矢、三の矢

と打つ手を用意周到に準備しておくことが

肝要だと思っております。 

また、本件での、我々の目的は、出来る

だけ早期に、組長を退去させることにもあ

りました。この事件でも、警察、暴追セン

ターとの連携が早期の決着を導いてくれた

ものと思っております。 

(2)暴排運動の基本は、例えば、ゴルフ場

であれば絶対使わせない、結婚式場であれ

ば絶対に挙式をあげさせないという、この

１点だけを決め、そのことを貫いて行く、
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その信念にあるのだと思います。その信念

が、裁判所を動かし、例えば、市営住宅か

らの暴力団組員の明け渡し事件に関する広

島高裁判決のように「暴力団のもたらす社

会的害悪を考慮すると、暴力団構成員であ

ることに基づいて不利益に扱うことは合理

的で許される。」という画期的な判断を導

き出してきたのだろうと思います。 

４ 暴排条例と取引からの反社会的勢力の 

排除 

 次のテーマは、暴排条例と取引からの反

社会的勢力の排除に関するものです。 

(1)事例として、暴追都民センターの相談

案件である事務機器の取引に関する関係遮

断のケースをご紹介させて頂きます。 

 事務機器が指定暴力団の事務所にリース

されていたという事案です。事案に取り組

んだ時点では、暴排条例は成立しておらず、

また、リース契約書には暴排条項も導入さ

れておらず、また、暴力団事務所への事務

機器のリース取引の関係遮断に着手したと

いう先例もありませんでした。 

 そのために、最初に苦労した点は、関係

遮断に向けて動くという社内のコンセンサ

スを得ることの難しさでした。 

最初に出た反対意見は、同業者で取り組

んでいる事例がなく、先駆者にはなりたく

ないというものでした。また、従業員に対

する危害リスク対策は、万全なのか、絶対

に安全が確保されなければ、リスクをとる

ことは出来ないというものでした。さらに

は、物が売れない時代に、取引の拒絶とは

いかなるものかという意見や、訴訟で負け

た場合の損害賠償リスクへの懸念も出まし

た。 

我々、弁護団は、これら反対意見に合理

性がないことを一つ一つ丁寧に説明し、と

きによっては、法的意見書を作成し、説得

して行きました。 

しかし、それでも、反対する理屈をいろ

いろとつけて何とか抵抗しようとします。

そうこうしているうちに、このリース取引

の契約更新の日が近付いてきました。契約

の更新を拒絶しないと、契約が一年間更新

されてしまうのです。暴排のスタンスとし

ては、取引の相手方が暴力団と分かって契

約を更新することを認める訳には行きませ

ん。何とかして、会社を説得しなければな

りません。 

(2) そこで、私共は、その会社の企業理

念を調べてみることにしました。その会社

の創業の精神の一つに「従業員を愛する」

ということがあげられていました。そこで、

この企業理念を踏まえて従業員の真の安全

を考えた場合、暴力団等の反社会的勢力と

取引を継続していることの方が、従業員を

危険に晒しているのだということを理解し

てもらうことにしました。取引が続く限り、

大事な従業員を、事務機の消耗品等を届け

に、暴力団事務所に出入りをさせなければ

ならないのです。そんな危険が場所に、大

事な従業員を出入りさせることと、関係を

遮断した場合の危害リスクを比較すれば、

前者のリスクの方が、長期的に見ればはる

かに大きいはずです。後者については、警

察の保護対策や自前の警備等によって、危

害リスクは最小化できるのです。 

 我々は、会議の中でこのような話も交え

て説得をしようと考えながら、内心では、

会社に関係遮断の宣言をすることを決定し

てもらうまで、帰らない、と決めて、会議

に臨みました。会議は、３時間以上に及び

ましたが、最終的には、会社も、リース取

引の更新拒絶を決定してくれました。 

 実際の更新拒絶の場面でも、警視庁、暴
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追センターの支援を受け、万全な保護対策

の下に、関係遮断に成功をし、取引を無事

解消することができました。 

 私は、反社会的勢力の排除は、「誠実な

企業運営」の一環として把握すべきだと考

えております。 

企業はその社会的存在意義を失った場合に

は即座に抹殺される運命にあります。これ

は、食品の偽装表示事件で、大きく信用を

失墜し、破綻した例を見ても明らかです。

企業は、自らが生み出している「創造物」

である商品やサービスを誠実に取り扱う努

力を怠らないことによってのみ、この事が

可能となるのです。この努力の源が「経

営」であり、これに、社員全員が携わって

いるという、社員一人一人の自覚と認識が、

自社の社会的存在意義を高揚させていると

いう自覚を持って、毎日の業務遂行に当た

ることが重要なのです。このように、「誠

実な経営」とは、その為のリスク管理を徹

底する事によって可能となるのであり、反

社会的勢力に対するリスク管理を徹底する

ことを深く考え、「従業員の真の安全・安

心」とは何か、ということに思いを馳せれ

ば、反社会的勢力との一切の関係遮断の意

味が理解できるはずなのです。 

(3) ことほど左様に、反社会的勢力との

関係遮断に取り組むにあたっては、危害リ

スクと訴訟に至った場合の訴訟リスクへの

対応が極めて重要で、そのためには、反社

情情報の提供と保護対策が不可欠です。 

 特に、企業が、過去から継続する反社会

的勢力との取引で、相手方から不当要求な

どの危害を加えられておらず、相手方の属

性のみをもって、取引を解消する、いわゆ

る逆接近型の事案においては、企業は、積

極的に危害リスクと訴訟リスクをとる訳で

すから、警察、暴追センターの情報提供と

保護対策の支援が極めて重要ということに

なります。  

（4）事例－他府県にまたがるケース 

 また、暴排条例に基づく反社排除の事案

で、東京に本社のある事案では、他府県の

支店でも、同様の取り組みをして行くこと

になりますから、他府県にまたがって、排

除案件に取り組む必要が出てきます。その

際、やはり、属性の判定や、危害リスクの

正確な把握は、当地の警察、暴追センター

及び民暴委員会に頼らざるを得ません。そ

のような事案では、暴追センターに橋渡し

役となって頂けますと、連携がスムースに

行くのだと思います。つい先日も、暴追都

民センターに橋渡し役となって頂いた案件

が出ました。今後、益々、暴追センターに

期待される役割の一つだろうと思います。 

５ 問題のある相談者 

(1)弁護士会の被害者救済センターへの相

談案件等でもまま見られるのですが、反社

会的勢力を利用したことで、反社とずぶず

ぶの関係になってしまい、その関係を遮断

したいなどの、筋の悪い相談というのも存

在します。 

 こういった問題案件については、東京弁

護士会の被害者救済センターでは、「受任

適否のガイドライン」というものを、相談

担当者である弁護士に示しております。 

具体的には、① 反社会的勢力に属し、あ

るいは利用する者で、離脱の意思がない場

合には、原則受任を不可としています。但

し、この場合でも、相談者の生命・身体に

危険が及んでいる等緊急性が高い場合には

別途考慮をしております。また、不受任を

検討すべきような事案については、センタ

ー運営部会に等に相談してもらうことにし、

センター運営部会等で検討し、受任の可否
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について、の意見を示すようにしています。 

また、② 相談者が、過去、反社会的勢

力に属していた場合には、離脱後の反社会

的勢力との関係等を聴取し、未だ実質的に

反社会的勢力に属していると認められると

きは、①と同様の扱いとしています。残念

ながら、人間の本質はそう簡単に変わるも

のではありません。特に、暴力団組員とな

ってしまうような人は、往々にして、ルー

ズなところが見られ、その性質は、そう簡

単には変わらないように感じます。 

なお、この１月から、東京弁護士会の被

害者救済センターでは、弁護士委任契約書

へ暴排条項を導入しております。資料とし

て、添付してありますので、参考にして頂

ければと思います。 

(2) ルーズな相談者 

 よくあるケースとしては、相談者の方が、

不当要求がやんだことに安心をしてしまい、

連絡をしてもなかなか連絡が取れないよう

な状況になってしまう場合があります。こ

ういうケースですと、そのまま連絡が取れ

ず、結局、事案が解決したのか解決しない

のか、曖昧な形で終わってしまうことにな

ります。こういうケースは、いつまた問題

が再発するかわからないわけです。一時的

には不当要求が止まっているけれども、爆

弾を抱えて生活しているようなものです。 

 ですから、法的な解決を目指して弁護士

に依頼する以上は、相談者の方には、最終

的な決着に至るまで、当事者としての意識

を持って最後まで、自分の問題として対処

していただきたいと思いますし、暴追セン

ターさんの方でも、そのような指導をして

頂ければ幸いです。 

 いま申し上げましたとおり、相談者の中

にはさまざまな方がいらっしゃいますので、

相談者のそれぞれの人柄なり、傾向に応じ

て、うまく解決に導いていただくことがで

きればと思います。 

６ 弁護士会（被害者救済センター）の体制 

(1) 次に、弁護士会の被害者救済センタ

ーの相談・受任体制などについてご説明さ

せて頂きます。 

一般に民暴事件の処理に当たっては、弁護

士は複数で受任するという対応をしていま

す。一つは、複数で受任することにより、

事件処理のノウハウを共有して、若手を育

てる意味と、もう一つは万一に備え、危険

を分散するためでもあります。 

 東京弁護士会では、民暴被害者救済セン

ターに登録した弁護士を１チーム５、６名

ずつの２０のチームに分け、チームで順番

に事件を担当するという運用をしています。 

(2) 次に、弁護士費用の問題ですが、こ

れはなかなか難しい問題です。例えば組事

務所の明け渡しだったらいくらぐらいだと

か、こういうケースだったらいくらぐらい

だとか、そういう目安を示してもらえない

かと暴追センターの方から聞かれることが

あります。 

 弁護士費用に関する一般論を申し上げる

と、被害者救済センターの案件では、弁護

士会の一般の法律相談センターの報酬審査

基準によっています。 

内容は、廃止する前の日弁連が出していた

弁護士報酬基準とほぼ一緒です。 

 なお、事件ごとの弁護士報酬の目安につ

いては、日弁連のホームページに弁護士報

酬の目安が出ているので、そういうのを見

ていただいても参考になるのではないかと

思います。 

 ただ、組事務所の明け渡し一つ取っても、

事務所の広さや物件の価値、それがマンシ

ョンの一室であれば、マンション法の問題
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があり、たくさん弁護士を動員して説得に

かからなければいけないとか、作業量や複

雑さも違います。従って、一概には言えな

いことはご理解いただきたいと思います。 

 組事務所の明け渡しのケースでは、１ヶ

月分の賃料を基準として、その何ヶ月分か

をもって弁護士報酬とするような定額制の

弁護士費用を決めている場合もあります。 

 なお、先ほど、民暴事件については弁護

士が複数で受任すると申し上げましたが、

例えば３人で受任するから３人分弁護士費

用がかかるかというと、そういう計算はし

ていません。民暴弁護士は複数で受任する

のだと、安心させるつもりで言ったのが、

３人分お金を取られるのではないかという

心配を持つ依頼者、相談者の方もあるかと

思いますので、その辺は相談に際し、その

ような説明をしていただきたいと思います。 

 お金がない人はどうするかという問題が

あります。ただでやりますとは申しません

が、お金のない人には法テラスという弁護

士費用を立替え援助する制度があります。

民暴弁護士から法テラスに持ち込みで援助

を申請する方法で弁護士費用の立て替えが

受けられます。法テラスの援助は、一定の

収入基準があり、その収入基準と資産の基

準をクリアすれば、法テラスが定める弁護

士費用の援助（立替）が受けられる制度で

す（法人については援助は受けられませ

ん）。なお、勝訴の見込みがあることも必

要ですが、この要件はそれほど厳密なもの

ではなく、およそ弁護士代理の必要性があ

れば、援助は認められます。 

 さらに、生活保護を受けている方につい

ては、償還、お金を返していくことが免除

される運用がされているようです。また、

生活保護を受けていない方は低所得の方で

も、法テラスが立て替えた弁護士費用につ

いて、月々5000 円位の金額を分割して返

していくことになりますが、利子はないと

いうことなので、利用しやすいのではない

かと思います。 

 ですから、お金がないから弁護士に依頼

するのは大変だという方には、そういう手

段もあることを説明して、安心させてあげ

ていただければと思います。 

７ 暴追センターに望むもの 

（１）本日の最初のテーマとしてあげまし

た被害者救済機能という点で、暴追セン

ターには、被害者の駆け込み寺的役割が

期待されていると思います。 

  例えば、組長訴訟において、恐怖心で

一杯となっている相談者にとっては、受

任時・受任後の対応や最初の打ち合わせ

が、暴追センターの会議室で始まること

での安心感には、極めて大きなものがあ

ると思います。 

（２）三者協定の扇の要的役割 

   警察、暴追センター、弁護士会の連

携という場合、暴追センターは、扇の要

の役割を担うべきだろうと思います。相

談者にとっては、まだまだ、警察も、弁

護士も敷居の高い存在だろうと思います。

暴追センターが最初の被害相談の窓口と

なり、警察、弁護士会が連携し、事案を

解決に導いて行くことが、利用者から見

ても、望ましい姿だろうと思います。 

（３）啓蒙活動・反社の撲滅の社会的風潮

の醸成 

これらは、司法にできないことです。 

暴排条例の施行もあり、世の中の動き

は、社会対暴力団という構図を強めてい

こうという方向に進んでいます。しかし

ながら、残念なことに、ジャーナリスト

のような社会的見識があると一般的に見
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られている方々の中にも、これに逆行す

るような意見を発する方がおられます。

また、世間には、やくざが義理人情の世

界だと誤った認識を持っている方もいま

す。 

 こういった誤った認識を払拭し、反社

の撲滅の社会的風潮を醸成して行く上で、

暴追センターの役割は益々大きなものに

なって行きます。暴力団が垂れ流す害悪

について、人々に啓蒙していくこと、暴

力団は、決して義理人情の組織ではなく、

犯罪組織でしかないということ、これを

社会に知らしめていくこと。これは暴追

センターに一つ強く期待される役割だと

思います。 

 また、被害者救済活動という点でも、

暴追センターは大きな役割を担うことと

なります。暴対法改正案の中では、組事

務所使用差止請求訴訟における適格団体

となる訳ですし、暴排条例による取引の

解消の取り組みの中では、反社情報の管

理機関としての役割も期待されるところ

です。このように、暴追センターの役割

はいま以上に飛躍的に高まっていくだろ

うと思います。 

 暴排条例の全国施行により、反社会的

勢力排除の機運は一気に高まりました。

しかしながら、個々の取り組みは、まだ

まだ、緒に就いたばかりです。 

 反社排除の成功例を蓄積し、反社撲滅

の社会の流れを、真の意味で、世の中の

メインストリーム（本流）にしていかな

ければなりません。    

そのために、私たち民暴弁護士も、ぜ

ひ、全国の警察、暴追センターの皆さん

と一緒に汗を流して行きたいと思ってお

りますので、これまで以上のご支援の程、

何卒よろしく願い致します。 

以上、お聞き苦しい点も多々あったと

思いますが、最後まで、ご清聴頂きあり

がとうございました。（拍手） 


